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論 文 要 旨       

 

指導教員 後藤 励 氏名 鄧 梧江 

（論文題名） 

      ポストコロナにおける勤務形態、心理的健康、生活習慣と喫煙行動の関連性の分析 

（内容の要旨） 

新型コロナウイルス感染症の流行は、働き方や生活習慣に大きな変化をもたらしました。本研究では、ポ

ストコロナ時代における勤務形態の多様化が心理的健康や生活習慣を通じて喫煙行動に与える影響を分

析しました。大阪大学社会経済研究所が実施した 2023 年度の全国規模のアンケートデータを用い、完全

在宅勤務、部分在宅勤務、完全出社勤務に従事する職場労働者 1175 名を対象に、多変量ロジスティック

回帰分析を行いました。 

分析の結果、完全在宅勤務者の喫煙率が他の勤務形態より有意に高いことが明らかになりました。この

背景には、職場の禁煙規範の欠如や社会的支援を受けにくいこと、孤独感や自律感の低下があると考えら

れる。一方、部分在宅勤務者の喫煙率は中間的であり、柔軟な勤務形態が影響を複雑化させている可能

性が示唆されました。完全出社勤務者に比べて、在宅勤務者は職場環境の直接的な影響を受けにくい一

方で、喫煙の誘惑にさらされやすいことが影響していると考えられる。 

心理的健康については、健康不安を強く感じる人々は喫煙率が低い傾向を示す一方で、ストレスが高い

人々も意外に喫煙率が低いことが分かりました。しかし、孤独感や抑うつ感と喫煙行動との関連は統計的に

有意ではありませんでした。この結果は、心理的な不安が必ずしも喫煙行動に直接結びつかないことを示

唆しており、心理的なサポートだけではなく、他の要因を含めた包括的なアプローチの必要性が浮き彫りに

なりました。 

生活習慣については、飲酒頻度が高い人ほど喫煙行動をとる傾向があり、飲酒と喫煙の相互関連が確

認されました。また、運動頻度が低い人々は喫煙率が高いことから、健康的な生活習慣の推進が喫煙抑制

に寄与する可能性が示されました。これらの結果は、喫煙対策において、生活習慣全体を改善するための

施策が有効であることを示している。 

さらに、性別や年齢、婚姻状況といった人口統計学的要因も喫煙行動に影響を及ぼしました。男性の喫

煙率は女性より高く、特に45〜59歳の中年層で顕著でした。一方、既婚者の喫煙率は未婚者や離婚者より

も低く、家庭環境が健康行動に保護的な影響を与える可能性があると考えられる。 

本研究の結果は、勤務形態が心理的健康や生活習慣を介して喫煙行動に与える複雑な影響メカニズム



 

 

を示しており、特に完全在宅勤務者に対する心理的健康支援や生活習慣改善を目的とした介入策の必要

性を強調している。また、性別、年齢、婚姻状況といった個別要因に応じた禁煙対策の重要性も示唆され

た。これにより、個人の状況に応じたより効果的な健康支援施策の設計が可能になると考えられる。 

ただし、本研究にはいくつかの制約が存在する。横断的デザインであるため因果関係の特定が困難であ

り、またサンプルの代表性が限定的である点が挙げられる。今後の研究では、縦断データの使用や国際的

な比較を通じてさらなる解明が期待される。本研究は、ポストコロナ時代の勤務形態、心理的健康、生活習

慣が喫煙行動に与える影響を多角的に分析し、健康支援施策の設計に向けた貴重な知見を提供しまし

た。 
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第１章 はじめに 

 

新型コロナウイルス感染症の収束後、多くの企業で在宅勤務、部分的在宅勤務、出社勤務を組み合

わせた部分的在宅勤務形態が一般化した。この傾向は、コロナ流行期に感染症対策として急速に普及

した在宅勤務が、働き方の柔軟性を再評価する契機となったことによる。酒井・榎原ら（２０２３）は、コロナ

前後における働き方の変化を分析し、特に部分的在宅勤務が労働者の健康や生産性に与える影響を

指摘した。また、WHOおよび ILO（２０２１）の提言書では、在宅勤務の健康面における利点と課題を整

理し、ポスト・コロナ時代において出社勤務と在宅勤務を組み合わせた働き方が普及する可能性を示唆

した。 

この勤務形態の変化は、従業員の生活習慣や健康行動、特に喫煙行動に関連する可能性がある。

特にコロナウィルス感染症が流行していた時期には、勤務形態の変化と従業員の生活習慣に関する研

究が多数行われた。先行研究では、勤務形態の変化が喫煙行動に与える影響について多角的に検討

されてきた。例えば、Koyama ら（２０２１）は、日本における緊急事態宣言期間中に行った横断研究で、

在宅勤務が喫煙行動に影響を及ぼし、特に独居者の喫煙率が増加する傾向を報告した。逆に、Nargis

ら（２０２１）は、アメリカの調査において、遠隔勤務が女性の喫煙率低下に特に顕著な影響を与えること

を示した。このように、勤務形態の違いと喫煙習慣の関連は、国や性別などの属性によって異なる。 

さらに、喫煙習慣の変化と心理状態についてもコロナ禍では研究が行われてきた。Alpers ら（２０２４）

の縦断研究では、ノルウェーにおいて、コロナ禍の心理的ストレスが喫煙量の増加と関連することが明ら

かにされた。また、Chenら（２０２０）は、イギリスの全国調査に基づき、パンデミックが心理的不安や抑うつ

感を悪化させ、それが喫煙行動の変化に影響を与えることを指摘した。これまでの研究では、勤務形態

の変化や心理健康状態が喫煙行動に影響を与えるという事実が明らかになった。 

しかし、コロナウィルス感染症の流行も収束した現在、勤務形態の変化が感染症流行時と同様に生活

習慣に影響しているかどうかは十分に分かってない。さらに、流行後も流行時と同様のメカニズムによっ

て、勤務形態の変化が生活習慣に影響するかどうかについては、十分に分かってない。 

本研究の目的は、ポストコロナ時代における勤務形態の多様化が喫煙行動に及ぼす影響を明らかに

することである。特に、勤務形態の変化が心理的健康や生活習慣を介して喫煙行動に与える可能性の

あるメカニズムを分析し、ポストコロナ時代における勤務形態と健康行動の変化の関係を解明することを

目指す。先行研究では、欧米諸国における勤務形態や職場環境が喫煙行動に与える影響について多

くの知見が得られているが、日本の労働環境や禁煙政策を考慮した研究は限定的である。日本では、



 

 

近年職場や公共施設における禁煙規制が強化されており、特に在宅勤務の増加が家庭環境や心理的

健康を通じて喫煙行動に与える影響についての議論が重要視されている。本研究は、日本社会特有の

状況を踏まえた知見を提供することを目指する本研究の成果は、企業が従業員の健康管理対策を策定

し、健康的で持続可能な職場環境を構築するための科学的基盤として貢献することが期待される。 

 

第２章 文献レビュー 

 

第１節 先行研究のレビュー方針 

本章では、コロナ禍およびポストコロナにおける勤務形態（完全在宅勤務、部分在宅勤務、完全出社

勤務）の変化が喫煙行動を中心とした健康行動に与える影響に関する先行研究を検討することを目的と

している。そして、特にコロナ流行後の勤務形態が心理健康状態（仕事に対するストレス、うつ感など）や

生活習慣（運動、飲酒など）を介して喫煙行動に及ぼす影響を明らかにするために、先行研究の成果を

整理し、本研究の位置付けを明確にする。また、図１はポストコロナ時代における勤務形態の変化が喫

煙行動に与える多様な影響を視覚的に示す。さらに、心理的要因、行動パターン要因、社会経済およ

び人口統計学的要因がそれぞれ喫煙行動にどのように関連するかを構造的に表し、それらが互いに影

響しながら喫煙行動を形成することが分かる。 

 

 



 

 

図１ポストコロナ時代における勤務形態と喫煙行動：そのメカニズム 

                             

第２節 先行研究のテーマ分類 

 

第１項 コロナ禍における研究 

（１）心理要因と喫煙行動の関連性 

コロナ禍による在宅勤務、部分在宅勤務、完全出社勤務といった労働形態の変化は、心理要因と喫

煙行動に大きな影響を与えた。特に仕事に対するストレスが喫煙行動を促進する要因として注目され、

多くの先行研究がこれを裏付けた。 

Chirico ら（２０２１）は、在宅勤務が心理的孤立感を高め、喫煙頻度の増加につながる可能性を指摘

する。この研究では、イタリア公共および民間機関で働く９０５名の従業員を対象に調査が行われ、家庭

内での責任感の増加や、仕事と生活の境界が曖昧になることがストレスの主な原因であると結論づける。

また、技術的サポートや社会的サポートの欠如が、従業員の不安感やうつ感の増加につながると報告さ

れた。 

一方、Jackson ら(２０２０)の研究では、ロックダウン期間中の社会的孤立感が喫煙行動を増加させる一

方で、禁煙を促進する「ティーチャブル・モーメント」(Teachable moment)として機能したことも示された。こ

こで「ティーチャブル・モーメント」とは、危機的な状況が健康行動の見直しを促進する契機となることを

指し、この期間に禁煙を試みる人が増加したことが確認された。 

Delbosc ら(２０２２) は、コロナ禍の勤務形態の変化が喫煙行動に与える長期的影響について分析を

行い、社会的規範の変化が喫煙行動の再定義にどのように寄与するかを検討した。特に、在宅勤務の

普及が喫煙行動を「社交的な行動」から「個人的な習慣」へと変容させる可能性を示唆した。 

これらの研究は、コロナ禍における国内の各勤務形態が心理的健康および喫煙行動に与える影響を

多角的に明らかにした。特に、パンデミック下での在宅勤務および部分在宅勤務が従業員の心理的スト

レスを増加させ、それが喫煙行動の変化に密接に関連することが示された。心理的ストレスの管理が、コ

ロナ禍における喫煙行動の抑制において重要な要因であることが確認された。 

 

（２）喫煙以外の生活習慣と喫煙行動の関連性 

Bakaloudi ら（２０２３）は、コロナ禍における生活習慣の変化と喫煙行動の関連性を対象に、２０７,８４１

人を含むメタ分析を実施した。研究では、コロナ禍における社会的孤立や身体活動の減少が喫煙頻度



 

 

の増加に寄与することが明らかになった。また、高カロリー食品の摂取増加など、食生活の悪化が喫煙

行動を間接的に促進する可能性が示唆された。この研究は、コロナ禍における生活習慣の変化が喫煙

行動に与える影響を包括的に示しており、健康行動に関する政策的な示唆を提供する。 

Hebat-Allah ら（２０２４）は、コロナ禍におけるエジプトの成人を対象に、生活習慣および食生活の変

化と喫煙行動との関連を調査した。身体活動が６１%減少し、食事習慣の変化が顕著にみられ、高カロリ

ー食品の消費増加が BMI（体格指数）の上昇や健康行動の悪化に影響していることが示唆された。また、

調査参加者の７%が喫煙量の増加を報告し、一部はストレス管理を目的として喫煙を選択した可能性が

ある。この研究は、コロナ禍における社会的孤立や身体活動の減少が喫煙行動を含む健康行動に与え

る影響を明確に示し、公衆衛生政策においてストレス管理と生活習慣改善の重要性を強調する。 

これらの研究は、コロナ禍における生活習慣の変化が喫煙行動に与える影響を多角的に明らかにし

た。特に、身体活動の減少や高カロリー食品の摂取増加が、喫煙行動の変化と密接に関連することが

示された。さらに、これらの生活習慣の悪化がBMIの上昇を通じて喫煙行動に間接的な影響を与える可

能性が指摘された。生活習慣の改善が、コロナ禍における喫煙行動の管理において重要な要因である

ことが確認された。 

 

（３）社会経済および人口学的要因と喫煙行動の関連性 

 社会経済および人口学的要因は、喫煙行動に多面的な影響を及ぼすことが多くの研究で示された。

特に収入、雇用形態、教育水準、居住環境などの要素が、喫煙行動の変化に深く関与した。 

 Andersenら（２０２３）は、フランスのTEMPOコホートデータを用いて、コロナ禍における教育水準と喫

煙行動の関連性を調査した。低教育水準者の喫煙率は高教育水準者よりも一貫して高く、特にパンデミ

ック期間中にその格差が拡大したことが示された。また、高教育水準者は喫煙量を減少させる可能性が

低教育水準者よりも高いことが確認された。この研究は、社会経済的不平等がコロナ禍における喫煙行

動に与える影響を明らかにし、公衆衛生政策の改善が格差解消において重要であることを示唆する。 

 Leeら（２０２２）は、韓国における全国代表調査データを用いて、コロナ禍における雇用状況、経済的

要因、および人口統計学的要因が喫煙行動に与える影響を分析した。調査結果では、低所得者層や

自営業者、失業者の喫煙量が増加した一方、高所得層や一時雇用者では喫煙量が減少する傾向が確

認された。また、一人暮らしの調査参加者やオフラインでの友人が多い人々は喫煙行動が増加する傾

向にあり、これらのグループが社会的孤立や経済的ストレスの影響を強く受ける可能性が示唆された。こ

の研究は、コロナ禍における社会経済的不平等が喫煙行動に及ぼす影響を明確に示し、公衆衛生政

策の改善が必要であることを強調する。 



 

 

 これらの研究は、社会経済および人口学的要因が喫煙行動に及ぼす多様な影響を明らかにし、特

に低所得層や教育水準の低いグループが健康行動の変化において脆弱であることを示した。これらの

知見は、健康格差を縮小し、より効果的な禁煙支援政策を設計する上で重要な示唆を与えた。 

 

第２項 ポストコロナにおける研究  

（１）心理要因と喫煙行動の関連性 

Cheung ら（２０２４）は、ポストコロナ時代における在宅勤務の心理的健康および職場ウェルビーイング

への影響を検討した。研究は、在宅勤務が職場と家庭の境界を曖昧にし、心理的負担や職場孤立感を

増加させることを示した。特に、ストレスや不安、燃え尽き症候群の発生率が上昇し、これが従業員の生

産性や満足度に悪影響を与える要因となった。一方で、柔軟な勤務時間や労働環境の調整により、一

部の従業員にとっては心理的健康の改善も観察された。この研究は、ポストコロナ時代における職場環

境の再設計が心理的負担の軽減と職場ウェルビーイングの向上に重要であることを示唆する。 

Xiang You ら（２０２４）は、ポストコロナ時代における中国の職場従業員を対象に、新常態行動とレジリ

エンスの関連性を調査した。結果、精神的健康、ワークライフバランス、安全行動がレジリエンスに有意

な正の影響を与えることが示され、特に精神的健康が最も強力な予測因子であると確認された。また、

教育水準が高いほどレジリエンスが高まる傾向が観察され、この研究は職場環境の改善が従業員の適

応力向上に重要であることを示唆する。 

これらの研究は、ポストコロナ時代における職場環境と心理的健康が喫煙行動や従業員の適応力に

与える影響を多角的に明らかにした。特に、在宅勤務の継続や職場環境の変化が心理的健康やレジリ

エンスに影響を与え、それが従業員の行動変容や健康行動に密接に関連することが示された。一方で、

コロナ禍では、心理的ストレスや社会的孤立が喫煙行動の促進要因として特に重要視された。例えば、

遠隔勤務によるストレス増加や職場孤立感が、喫煙行動の増加に寄与したことが報告された。この比較

から、職場環境の改善と心理的健康の維持が、ポストコロナ時代における喫煙行動の抑制と従業員の適

応力向上において、より重要な要因であることが確認された。 

 

（２）喫煙以外の生活習慣と喫煙行動の関連性 

Ithnain ら（２０２４）は、マレーシアにおける成人を対象に、ポストコロナ時代の健康行動の変化を調査

した。この研究は、食習慣、身体活動、喫煙、飲酒、睡眠パターンに焦点を当て、パンデミック前後の変

化を分析した。結果、身体活動が減少し、スクリーンタイムが増加したことが報告された。特に、身体活動

の減少は喫煙行動の変化と関連しており、運動不足や座りがちなライフスタイルが健康行動に悪影響を



 

 

及ぼす可能性が示唆された。また、食生活においては、果物や水の摂取が増加した一方で、間食の頻

度も増加し、これがストレス管理や心理的健康との関連を示している可能性がある。この研究は、生活習

慣の変化が喫煙行動に与える影響を明らかにし、健康行動改善のための介入が必要であることを示唆

する。 

Wahlström ら（２０２３）は、ポストコロナ時代におけるハイブリッド勤務の男女オフィスワーカーを対象に、

身体活動および座位行動のパターンを分析した。この研究では、在宅勤務と完全出社勤務、非勤務日

における身体活動と座位時間の違いを比較した。結果、在宅勤務の日は完全出社勤務の日に比べて、

目覚めている時間中の座位時間が増加し、特に長時間の座位が増える傾向が示された。また、男性の

方が女性に比べて座位時間が長く、活動の多様性が低いことが観察された。これらの結果は、ポストコロ

ナ時代の柔軟な勤務形態が身体活動や座位行動に及ぼす影響を理解し、健康行動の介入を設計する

上で重要な示唆を与える。 

これらの研究は、ポストコロナ時代における生活習慣の変化が喫煙行動および健康行動全般に及ぼ

す多様な影響を明らかにした。特に、身体活動の減少や間食の増加が喫煙行動の変化と密接に関連し

ており、柔軟な勤務形態や座位行動の特徴が健康行動に重要な影響を与えることが示された。一方、コ

ロナ禍では、身体活動の急激な減少や高カロリー食品の摂取増加が喫煙行動の悪化に寄与したことが

報告された。この比較から、ポストコロナ時代においては、生活習慣の改善や勤務形態の調整を通じた

健康行動の向上がさらに重視される必要があることが示唆される。 

 

（３）社会経済および人口学的要因と喫煙行動の関連性 

Marwa ら（２０２４） は、ポストコロナ時代における禁煙支援サービスの成果に影響を与える要因を調査

し、特に社会経済的背景とデジタルリテラシーの役割を分析した。研究によると、低所得層や手動作業

従事者では禁煙成功率が低く、オンラインサービスの利用におけるデジタルリテラシーの不足が主な障

壁であることが明らかになった。一方で、柔軟かつ個別化されたサービス提供が、これらの層を含む幅広

い層の禁煙成功を支援する可能性があることも示された。この研究は、ポストコロナ時代における健康格

差是正と禁煙支援サービスの最適化に向けた重要な知見を提供する。 

Tovirnac ら（２０２４）は、ポストコロナ時代における低教育水準や低所得層の妊婦が抱える健康行動

上の課題を検討し、喫煙行動が健康リスクに与える影響を明らかにした。特に、妊娠中の喫煙習慣は麻

酔リスクを増加させる重要な要因であり、これが社会経済的不平等と密接に関連することが示された。こ

の研究は、弱者層における喫煙行動の改善を目指す介入の必要性を強調する。 

これらの研究は、ポストコロナ時代における社会経済および人口学的要因が喫煙行動に及ぼす多様



 

 

な影響を明らかにし、特に低所得層や教育水準の低いグループが健康行動の変化において脆弱であ

ることを示した。一方、コロナ禍では、社会的孤立や経済的不安が喫煙行動を悪化させる主要な要因で

あり、これが低所得層や不安定雇用層に特に大きな影響を及ぼしたことが報告される。この比較から、ポ

ストコロナ時代においては、健康格差を縮小するために柔軟で個別化された禁煙支援政策が必要であ

ることが示唆される。 

 

 

第３節 先行研究で用いられた研究方法 

定量的なアンケート調査を採用した研究（Sara, ２０２３）は大規模なサンプルを用いて喫煙行動の一

般的な傾向を示したが、心理的要因を深く掘り下げるための定性的アプローチ（例えばインタビューや

事例研究）が不足する。同様的に、Delbosc（２０２２）もオンライン調査を通じて、勤務形態の変化が喫煙

行動に与える広範な影響を統計的に明らかにしたが、社会的孤立や心理的ストレスのような主観的要因

については十分に検討されないと指摘した。 

一方で、Chen（２０２３）の研究では、定量的調査を基盤としながらも、一部で半構造化インタビューを

取り入れ、喫煙行動の背景にある心理的プロセスを補完的に分析した。この方法論の組み合わせは、量

的データの全体傾向と質的データの詳細な洞察を結びつける上で有効であったとされる。また、Cheung

（２０２４）の研究では、在宅勤務や部分在宅勤務が心理的健康に与える影響に着目し、縦断的なデータ

収集を通じて、勤務形態の変化が喫煙行動に与える影響を明らかにした。特に、家庭環境や仕事との

境界の曖昧さが心理的ストレスを増幅させる要因として機能することが示された。 

これに対して、心理的健康に焦点を当てた研究では、少数サンプルの縦断的データを用いることが多

く、研究結果が一般可能となるための外挿性が制限される可能性がある。 

  これらの違いを統合的に分析することは、喫煙行動に影響を与える要因を包括的に理解するための

第一歩となる。また、異なる研究手法の相補性を活用することで、より正確かつ詳細な知見が得られる可

能性がある。 

 

第４節 先行研究における課題 

 既存の研究では、心理要因、喫煙以外の生活習慣要因、社会経済および人口学的要因が喫煙行

動に与える影響を多面的に明らかにした。しかし、これらの研究にはいくつかの重要な課題や未解決の

問題が存在する。 

第一に、長期的な影響に関する研究の不足が指摘される。多くの文献が横断的デザインを採用して



 

 

おり、コロナ禍による社会経済的変化や心理的健康の影響が喫煙行動にどのように蓄積されるかについ

ての縦断的データはまだ限られる。この点を解明することは、パンデミック後の禁煙支援政策の策定にと

って重要である。 

第二に、複合要因の影響を検討した研究が少ない点が挙げられる。例えば、社会経済要因と喫煙以

外の生活習慣、心理的健康がどのように相互作用し、喫煙行動を規定するかを包括的に説明する研究

は不足する。この課題に取り組むことで、喫煙行動に関する包括的なモデルを構築できる可能性があ

る。 

 

第５節 文献レビューのまとめ 

本レビューでは、心理要因、喫煙以外の生活習慣要因、社会経済および人口学的要因が喫煙行動

に与える影響を総合的に分析した。その結果、これらの要因が喫煙行動を複雑に促進する構造が明ら

かになった。 

特に、在宅勤務や部分在宅勤務の普及により、孤立感や仕事に対するストレスが喫煙行動を促進す

る主な要因として機能することが示された。さらに、運動不足や飲酒習慣の変化といった行動パターンも、

喫煙行動に直接的な影響を与える。社会経済的および人口学的要因については、低所得層や低教育

水準のグループで喫煙率が高く、経済的不安がその要因として働く一方で、高所得層や高教育水準の

グループでは健康意識の高さが喫煙行動を抑制する役割を果す。 

 一方で、既存の研究には地域的な偏りや横断的デザインへの依存といった課題が指摘される。喫煙

行動の長期的変化や多次元的な要因の相互作用を解明するためには、地域間比較や縦断的な研究、

包括的な理論モデルの構築が求められる。 

 本レビューは、心理要因、喫煙以外の生活習慣要因、社会経済および人口学的要因が喫煙行動に

与える影響を整理し、今後の研究や政策立案に向けた重要な知見を提供した。 

 

第３章 方法 

 

第１節 研究の全体的な枠組みと目標 

本研究の目的は、職場の勤務形態（完全在宅勤務、部分在宅勤務、完全出社勤務）、心理健康状態

（健康不安、孤独感、仕事のストレス）、および生活習慣（喫煙活動、飲酒、運動など）が職場従業員の喫

煙行動に与える影響を探ることである。 



 

 

具体的には、これらの独立変数間の関係を分析するとともに、性別、年齢、婚姻状況などの背景変数

を考慮に入れることで、ポストコロナ時代における職場従業員の喫煙行動の要因およびその差異を明ら

かにすることを目指す。 

 

第２節 研究デザイン 

本研究は定量研究に分類され、横断研究のデザインを採用している。研究データは、２０２３年度に大

阪大学社会経済研究所が実施した調査を基にしており、日本全国の職場従業員を対象として収集され

たものである。横断研究を採用した理由として、特定の変数間の関係性を短期間で効率的に分析できる

点が挙げられる。以下に、その具体的な理由を示す。 

 

l タイミングの特殊性 

２０２３年はポストコロナ時代の重要な節目に当たり、日本は２０２２年１０月に感染症対策を全面的に

緩和した。その後、２０２３年５月には世界保健機関（WHO）が新型コロナウイルス感染症の国際的な公

衆衛生上の緊急事態（PHEIC）該当しない宣言した。この時期の社会経済行動に関する分析は研究価

値が高い。 

l データの広範な代表性 

PPSデータは全国の職場従業員を対象とし、包括性を備える。勤務形態と喫煙活動の関係を解明す

るのに適切である。 

l 研究目標との適合性 

 横断研究は単一の時点で複数の変数間の関係を分析可能であり、ポストコロナ時代の職場従業員

の行動特性を理解する上で有用である。また、今後の縦断研究に向けた基礎データを提供する役割を

果たす。 

この設計を通じて、本研究はポストコロナ時代の職場における健康管理や政策立案のためのデータを

提供し、関連学術分野のさらなる研究基盤を築くことを目指す。 

 

第３節 データとサンプル 

（１）データ 

本研究のデータは、大阪大学社会経済研究所が実施した「くらしの好みと満足度についてアンケート」

（Japan Household Panel Survey on Consumer Preferences and Satisfaction, JHPS-CPS）に基づく。  

JHPS-CPSは、日本で長期的に行われる全国的なパネル調査であり、時間選好やリスク回避、意思決



 

 

定などの個人行動特性を分析する目的で実施される。この調査は学術的価値が高く、全国規模の標本

設計によるデータ収集が特徴であり、研究の信頼性を支える重要な基盤となる。 

本研究で使用したデータは、この JHPS-CPSの個票データに基づき取得された。このデータの利用は、

大学や学術研究機関に所属する研究者（大学院生を含む）に限定されており、純粋な学術研究目的に

限って許可される。本研究では、公式ウェブサイトから利用申請書をダウンロードし、研究課題名および

概要（４００字程度）を記載した申請書を準備した上で、必要事項に署名・捺印して大阪大学社会経済研

究所のアンケート調査事務局に郵送またはメールで提出した。申請が承認されると、データのダウンロー

ドページへのアクセス情報が提供され、そこからデータを取得した。データ利用には秘密保持が義務付

けられており、利用期間は２年以内とされ、利用終了後には報告書を提出する必要がある。また、地域

情報など個人を特定可能な情報には秘匿処理が施されており、倫理的配慮が徹底される。 

JHPS-CPSのデータ収集では、大阪大学の研究チームが対面と郵送によるアンケート方式を採用し、

調査全体を通じてこの方法を一貫して活用した。アンケートは、心理状態、健康行動、勤務形態、社会

経済的属性など複数のモジュールを含む。研究チームはデータ収集および整理において、論理チェッ

クや一貫性審査などの厳格な品質管理手法を用い、データの科学性と信頼性を確保した。２０２３年度

のデータは、この基準を引き継ぐとともに、ポストコロナ時代の日本社会経済行動の特徴を反映し、この

特別な時期を研究する基盤として理想的なものとなる。 

  

（２）サンプル数 

２０２３年度の PPS調査では、合計２９２１名の回答者データを収集した。このデータには、幅広い社会

経済的特性を含む。本研究では研究テーマに基づき、学生、無職者、自営業者、専業主婦などの非職

場労働者、および重要な変数が欠損したサンプルを除外した。その結果、最終的に１１７５名の雇用関

係を持つ職場労働者のサンプルを用いた。 

 

（３）サンプルの特徴 

サンプル数は１１７５名で、２２歳から８２歳までの年齢層を対象とする。平均年齢は５０.１歳で、３９歳か

ら６０歳が主な対象となる。性別分布は、男性が４５.９%（５３９名）、女性が５４.１%（６３６名）。家族構成では、

単身者が９.５%（１１２名）、非単身者が９０.５%（１０６３名）。勤務形態は、完全在宅勤務、部分在宅勤務、

完全出社勤務の３種類とする。 

本研究のサンプルは、在宅勤務が可能な職場に焦点を当てており、サービス業、専門職、管理職が

主な構成となる。具体的には、サンプルの２７%がオフィス職員、２６%が専門職、１８%がサービス業従事者、



 

 

１５%が工場労働者、１４%が管理職である。一方、建設業や農業などの在宅勤務が困難な職種はサンプ

ルに含まれない。 

勤務形態に関して、２０２３年の「テレワーク人口実態調査」（令和５年度）によると、全国の雇用型労働

者において在宅勤務を実施する割合は２４.８%、一方で在宅勤務を一度も実施しない労働者は７５.２%で

ある。本研究のサンプルでは、在宅勤務者が１０%、未実施者が９０%を占めており、全国の勤務形態分布

と比較すると在宅勤務者の割合が大幅に低い。この違いは、特定の職場環境や勤務形態に焦点を当て

たサンプル選別によるものである。 

全国の就業者と比較すると、本研究のサンプルには以下の特徴が見られる。第一に、サービス業や

専門職が大きな割合を占める点である。全国の「労働力調査」（２０２３年）によれば、全国就業者におけ

るサービス業の割合は２２%であるが、本研究ではこれに相当する業種（オフィス職員や専門職など）が合

計で７１%に達する。第二に、勤務形態においても、全国平均と異なる分布が見られる。全国的には在宅

勤務が進展するものの、本研究サンプルでは未实施者の割合が全国平均（７５.２%）を大きく上回る９１%

となる。 

このようなサンプル特性から、本研究は全国的な代表性には限界がある。しかし、在宅勤務が可能な

職場環境における勤務形態や健康行動の影響を詳細に分析するという研究目的には適合する。本研

究の結果は、特定の職場環境や業種に焦点を当てたものであり、結果の解釈にあたってはこの点を考

慮する必要がある。 

 

第４節 データ処理と変数の定義 

 

第１項 データ処理 

本研究は、大阪大学社会経済研究所が実施した「くらしの好みと満足度についてアンケート」（Japan 

Household Panel Survey on Consumer Preferences and Satisfaction, JHPS-CPS）の２０２３年度データを

用いて分析を行った。研究目的に合わせ、以下の方法でデータを処理した： 

l 研究対象の選別 

職場従業員の喫煙活動に焦点を当てるため、学生、無職者、自営業者、専業主婦を除外し、雇用関

係のある職場従業員のみを対象とした。 

l 欠損値の処理 

主要な変数（勤務形態、心理健康状態、生活習慣、喫煙活動）に欠損があるサンプルを除外した。 

l 変数の再分類 



 

 

年齢や勤務形態などの変数を研究目的に基づき再分類・再分組を実施した。 

これらのデータ処理の結果、最終的に１１７５名の有効サンプルが得られた。 

第２項 変数の定義 

（１）本研究では、以下の３つの独立変数を設定する： 

勤務形態： 

l 完全在宅勤務：すべての業務を自宅で行う。 

l 部分在宅勤務：一部の時間を自宅で、一部の時間をオフィスで勤務する。 

l 完全出社勤務：すべての業務をオフィスで行う。 

心理健康状態： 

l 健康不安：アンケート項目「自身の健康状態が悪化することを心配していますか」に基づき、５

段階のリッカート尺度（１=まったくそう思わない、５=いつもそう思う）で評価する。 

l 孤独感：アンケート項目「孤独を感じることがありますか」に基づき、同様の尺度で評価する。 

l 憂鬱感：アンケート項目「憂鬱な気分になることがありますか」に基づき、同様の尺度で評価す

る。 

l 仕事のストレス：仕事の負担感を評価する指標を用いる。 

 

生活習慣： 

①運動頻度： 

l ほぼ毎日 

l 週２～４回程度 

l 週１回程度 

l 月１回程度 

l ほとんどしない 

 

②飲酒頻度： 

l ほとんど飲まない（１ヶ月数回以下） 

l ときどき飲む（週数回程度） 

l ほぼ毎日缶ビール(３５０ml)にして１本程度 

l ほぼ毎日缶ビール(３５０ml)にして３本程度 

l ほぼ毎日缶ビール(３５０ml)にして５本以上 



 

 

 

（２）従属変数は喫煙活動とし、アンケート項目「現在喫煙していますか」に基づいてサンプルを以下の２

つに分類する： 

l 喫煙者：現在喫煙活動がある者。 

l 非喫煙者：現在喫煙活動がない者。 

 

（３）分析の精度を高めるため、以下の背景変数を設定する： 

l 性別 

性別変数は男性（１）、女性（２）として分類し、女性（２）を基準として設定する。 

これにより、分析結果では男性（１）が女性に比べてどのような影響を持つかを示すことができる。 

 

l 年齢 

年齢変数は１８-４４歳（１）、４５-５９歳（２）、６０歳以上（３）として分類し、１８-４４歳（１）を基準として設

定する。これにより、４５-５９歳（２）および６０歳以上（３）が１８-４４歳に比べてどのような影響を持つかを

分析する。 

 

l 婚姻状況 

婚姻状況変数は既婚（１）、未婚・離婚等（２）として分類し、既婚（１）を基準として設定する。 

 

l 労働時間年収 

厚生労働省の「２０２３年国民生活基礎調査」に基づき、以下の３つのグループに分類する： 

 

u 低収入：４０５万円未満（所得の中央値４０５万円未満を基準とする。） 

u 中収入：４０５万円以上６００万円未満（中央値から平均所得および６００万円未満までの範囲を基準と

する。） 

u 高収入：６００万円以上（平均所得５２４万円を超え、６００万円以上の範囲を基準とする。） 

 

本分類をダミー変数として使用する場合、中収入（４０５万円以上６００万円未満）を基準（ベースカテゴ

リ）とし、低収入および高収入を比較対象とする。 

 



 

 

l 労働時間変数 

労働時間変数は、４０時間以下（１）、４０時間超（２）として分類し、４０時間以下（１）を基準として設定

する。これにより、４０時間超（２）が４０時間以下（１）に比べてどのような影響を持つかを分析する。 

 

第５節 データ分析方法 

 

第１項 統計方法 

本研究では、健康不安、仕事のストレス、飲酒習慣、年齢、性別、婚姻状況などの人口統計学変数、

心理健康状態、および勤務形態（完全在宅勤務、部分在宅勤務、完全出社勤務）と喫煙活動との関連

性を評価するため、単因子解析と多変量 Logistic回帰分析を用いて解析を行う 

 

（１）単因子解析： 

単因子解析では、各変数と喫煙活動との関連性を評価するため、カイ二乗検定および T検定を用い

る。解析の結果、P 値が０.０５未満である変数を次段階の多変量解析対象として選別する。 

 

（２）多変量 Logistic回帰分析： 

多変量 Logistic回帰分析では、以下の設定で解析を行う。 

l 独立変数：単因子解析で喫煙活動と有意な関連が認められた変数（例：健康不安、仕事のスト

レス、飲酒習慣、勤務形態など） 

l 従属変数：喫煙活動（喫煙=１、非喫煙=０） 

l 制御変数：性別、年齢、婚姻状況、年収。 

 

第２項 回帰方程式 

本研究では、喫煙活動に影響を与える要因を評価するため、多変量ロジスティック回帰分析を用いて

以下の回帰方程式を作成した： 

logit(喫煙有無) = β₀ + β₁(勤務形態) + β₂(心理的な健康) + β₃(生活習慣) + β₄(性別) + β₅

(年齢) + β₆(婚姻状況) + ε 

 

第３項 出力指標 

本研究では、多変量ロジスティック回帰分析を用い、以下の指標を算出することで、各変数と喫煙活



 

 

動との関連性を評価する。具体的には、回帰係数 (β\betaβ)、標準誤差 (SE)、有意水準 (P 値)、オッ

ズ比 (OR)、およびその９５%信頼区間 (CI) を指標として用いる。 

 

第４章 分析および結果 

 

第１節 記述統計分析 

本研究におけるサンプルは、日本の就業者全体の特徴と比較すると、いくつかの際立った特徴が見ら

れる。以下にそれらを詳細に説明する： 

 

（１）性別分布 

本研究のサンプルでは、男性が４５.９%、女性が５４.１%となっており、女性の割合がやや高い。これに

対し、２０２３年の「労働力調査」によると、日本の労働人口における男女比は男性５４.８%、女性４５.２%で

あり、本研究サンプルの性別分布は全国平均と逆転する。このことは、調査対象の業種や職場環境が性

別分布に影響を与えている可能性を示す。 

 

（２）年齢分布 

年齢に関しては、本サンプルでは１８～４４歳が３４.２%、４５～５９歳が３４.９%、６０歳以上が３０.８%と、各

世代の分布が比較的均等である。一方、「労働力調査」では、２５～６４歳の労働年齢層が多くを占めて

おり、特に３５～４４歳と４５～５４歳の割合が高い。本サンプルが高齢者（６０歳以上）をより多く含む点で

特徴的である。 

 

（３）婚姻状況 

婚姻状況については、本研究サンプルでは９３%が既婚者であり、未婚や離婚などのその他の状況が

７%にとどまる。これに対し、２０２３年の「人口動態統計」による全国平均の婚姻率は３.９（人口千対）であ

り、本研究サンプルの既婚者割合が圧倒的に高いことがわかる。この差異は、調査対象の地域や職場

の社会的背景、または年齢分布に起因している可能性がある。 

 

（４）勤務形態 

勤務形態の分析では、完全出社勤務が９１.２%、部分在宅勤務が４%、完全在宅勤務が４.７%という結



 

 

果が得られた。1この結果は、全国的な傾向と大きく異なる。「テレワーク人口実態調査」によれば、全国

平均で週１日以上テレワークを実施する人は２０～３０%に達し、完全出社のみの勤務者の割合は低下傾

向にある。本研究サンプルにおける完全出社の割合の高さは、特定の業種（製造業やサービス業など）

や企業文化が反映される可能性がある。 

 

（５） 喫煙習慣 

喫煙習慣に関しては、サンプル中で喫煙者が１５.７%、非喫煙者が８４.３%を占める。これに対し、厚生

労働省の「令和５年国民健康・栄養調査」によれば、２０２３年時点で日本全国の成人喫煙率は男性２７%、

女性７.６%、全体で１７.６%である。この全国平均と比較すると、本研究サンプルの喫煙率はやや低めであ

り、これは調査対象者の職場環境における禁煙施策の進展や、特定業種の非喫煙者が多い傾向を反

映する可能性がある。 

本研究サンプルは、日本全体の労働人口とはいくつかの点で異なる特徴を示しており、特に完全出

社勤務者の割合が顕著に高い。このことは、サンプルが特定の業種や職種に集中している可能性を示

唆する。また、性別や婚姻状況の偏りは、調査対象が比較的高年齢層かつ安定した家庭環境を持つ集

団であることを反映する可能性が高い。 

今後の研究においては、これらの偏りを考慮しつつ、全国的な傾向と一致するようなサンプル設計を

行い、調査結果をより普遍的な視点から議論することが求められる。 

            

   

 

 

 

 

 

 

1 「本研究は大阪大学社会経済研究所が実施した『くらしの好みと満足度についてのアンケート』（JHPS-CPS）のデー

タを用いている。本データにおける完全出社勤務者の割合が非常に高い理由について、データ提供元から具体的な説

明はないが、サンプル収集対象や調査設計の特性が影響する可能性がある。本研究では、この点をデータの制約として

認識し、結果の解釈において慎重を期す必要がある。」 

 



 

 

  表１ 記述統計分析結果 

 

変数カテゴリ 

 

分類 

 

人数 

 

割合 (%) 

 性別分布 

 

男性 

 

５３９ ４５.９ 

 女性 ６３６ ５６.１ 

年齢区分 

 

１８-４４歳 

 

４０２ ３４.２ 

  ４５-５９歳 

 

４１０ ４.９ 

  ６０歳以上 

 

３６２ 

 

３０.８ 

婚姻状況 

 

既婚 

 

１０９２ 

 

９３.０ 

 その他（未婚、離婚等） 

 

８２ ７.０ 

勤務形態 

 

完全出社勤務 

 

１０７２ 

 

９１.２ 

  部分在宅勤務 ４７ 

 

４.０ 

  在宅勤務 ５５ ４.７ 

 喫煙活動 

 

喫煙者 

 

１８４ 

 

１５.７ 

  非喫煙者 

 

９９１ 

 

８４.３ 

                     

表１は、喫煙活動と各要因の関連性を統計的に示す。例えば、「健康不安」の項目では、健康不安を

感じる調査参加者が喫煙する割合が有意に低い（P = ０.０３０）ことが明らかとなった。また、「性別」の項

目では、男性の喫煙率が女性に比べて顕著に高い（P < ０.００１）。このように、表は各要因が喫煙活動

に及ぼす影響を視覚的かつ定量的に理解するための重要な基盤となる。 

 

第２節 単因子解析 

本研究では、喫煙活動と複数の要因との関連性をカイ二乗検定（χ²）および t検定を用いて分析した。

その結果、有意な関連性が確認された要因について以下に詳細に説明する。また、表１に統計結果を

示し、それぞれの結果について表を基に説明を加える。 

 

（１）心理健康状態 

表１に示すように、心理健康状態と喫煙活動にはいくつかの関連が見られた。具体的には、健康不安

を感じる調査参加者の喫煙率は低い傾向があり、有意な差が認められた（６８.７% vs. ６０.５%、P = ０.０３

０）。また、仕事のストレスを感じる調査参加者でも喫煙率が低いことが分かった（７８.４% vs. ６９.７%、P = 

０.０１０）。これらの結果は、心理的な要因が喫煙行動に影響を与える可能性を示唆する。 



 

 

 

（２）人口統計学変数 

表１より、性別において、男性の喫煙率（７１.９%）は女性（２８.１%）に比べて有意に高い（P < ０.００１）。

さらに、婚姻状況でも既婚者の喫煙率（８３.８%）は、未婚などの婚姻状況の調査参加者（１６.２%）に比べ

て有意に低い（P < ０.００１）。これらの結果は、性別や婚姻状況と喫煙行動との明確な関連性を示す。 

（３）生活習慣 

表１における飲酒習慣の結果を見ると、飲酒習慣を持つ調査参加者の喫煙率（５３.５%）が、飲酒習慣

がない調査参加者（４６.５%）に比べて有意に高い（P = ０.００４）。この結果は、飲酒と喫煙の関連性が強

いことを示しており、生活習慣全体の中でこれらの行動が関連する可能性がある。 

 

（４）勤務形態および労働時間 

表１によれば、労働時間が４０時間を超える調査参加者の喫煙率（５３.５%）は、４０時間以下の調査参

加者（４６.５%）に比べて有意に高かった（P < ０.００１）。さらに、勤務形態においては、完全在宅勤務の

調査参加者（８.６%）が完全出社勤務の調査参加者（８１.６%）に比べて喫煙率が高い傾向が確認された

（P < ０.００１）。これらの結果は、労働環境が喫煙行動に影響を与える可能性を示唆する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

表２単因子分析結果 

関連因子 カテゴリー 
非喫煙群 

（n=９９０） 
喫煙群（n=１８５） X２ P 値 

健康不安を感じるか はい ６８０(６８.７%) １１２(６０.５%) ４.７０８ ０.０３０ 

 いいえ ３１０(３１.３%) ７３(３９.５%)   

仕事のストレスを感じるか はい ７７６(７８.４%) １２９(６９.７%) ６.５９６ ０.０１０ 

 いいえ ２１４(２１.６%) ５６(３０.３%)   

うつを感じるか はい ５６６(５７.２%) １１２(６０.５%) ０.７２５ ０.３９５ 

 いいえ ４２４(４２.８%) ７３(３９.５%)   

孤独を感じるか はい ３７９(３８.３%) ７５(４０.５%) ０.３３５ ０.５６３ 

 いいえ ６１１(６１.７%) １１０(５９.５%)   

性别 男性 ４０６(４１.０%) １３３(７１.９%) ５９.８６９ ０.０００ 

 女性 ５８４(５９.０%) ５２(２８.１%)   

独居かどうか はい ９５(９.６%) １７(９.２%) ０.０３０ ０.８６３ 

 いいえ ８９５(９０.４%) １６８(９０.８%)   

運動習慣があるか はい ３９７(４０.１%) ６８(３６.８%) ０.７２９ ０.３９３ 

 いいえ ５９３(５９.９%) １１７(６３.２%)   

飲酒習慣があるか はい ４１６(４２.０%) ９９(５３.５%) ８.３６３ ０.００４ 

 いいえ ５７４(５８.０%) ８６(４６.５%)   

年収 低収入 ２９８(３０.１%) ５１(２７.６%) ７.１５１ ０.００７ 

 中収入 ４３５(４３.９%) ９８(５３.０%)   

 高収入 ２５７(２６.０%) ３６(１９.４%)   

婚姻状況 既婚 ９２１(９３.０%) １５５(８３.８%) １７.２７２ ０.０００ 

 
その他（未婚・離婚

など） 
６９(７.０%) ３０(１６.２%)   

労働時間 ≦４０h ６４９(６５.６%) ８６(４６.５%) ２４.１９７ ０.０００ 

 >４０h ３４１(３４.４%) ９９(５３.５%)   

勤務形態 完全出社勤務 ９０３(９１.２%) １５１(８１.６%) １６.２４４ ０.０００ 

 部分在宅勤務 ４０(４.０%) １８(９.７%)   

年齢 １８-４４歳 ３３９(３４.２%) ５３(２８.６%) ７.３４５ ０.０２５ 

 ４５-５９歳 ３４６(３４.９%) ８４(４５.４%)   

 ≧６０歳 ３０５(３０.８%) ４８(２５.９%)   

 



 

 

第３節 多変数回帰分析 

多変数 Logistic回帰分析を通じて、各変数が喫煙行動に与える独立した影響を検討した。最終モデ

ルで有意とされた変数とその結果は以下の通りである。 

l 仕事のストレス 

β = ０.４４０、OR = ０.６４４（９５% CI: ０.４２８-０.９６８）、P = ０.０３４。ストレスを感じる調査参加者は喫

煙行動を示す可能性が低いことが示唆された。 

 

l 性別 

β = -１.１１２、OR = ３.０４１（９５% CI: ２.０６４-４.４８３）、P < ０.００１。男性の喫煙行動の予測確率は

女性に比べて約 3倍高いことが示された。 

 

l 婚姻状況 

β = ０.８６１、OR = ０.４２３（９５% CI: ０.２５３-０.７０７）、P < ０.００１。既婚者はその他の婚姻状況（未

婚、離婚など）の調査参加者に比べて喫煙行動を示す可能性が低いことが示された 

 

l 年収 

β = -０.６３８、OR = ０.５２８（９５% CI: ０.３７０-０.７５４）、P < ０.００１。高収入群は低収入群に比べて

喫煙行動を示す可能性が有意に低いことが示された。 

 

l 勤務形態 

β = １.０６９、OR = ２.９１３（９５% CI: １.５５９-５.４４２）、P = ０.００１。「完全在宅勤務者は完全出社勤

務者に比べて喫煙行動を示す可能性が有意に高いことが示された 

 

l 年齢（４５～５９歳） 

β = ０.５８９、OR = １.８０１（９５% CI: １.２０３-２.６９８）、P = ０.００４。45～59 歳の調査参加者は 18～

44 歳の調査参加者に比べて喫煙行動を示す可能性が有意に高いことが示された 

 

 

 

 



 

 

表３ 独立変数の割り当て方法 

 

独立変数 割り当て方法 

健康不安を感じるか はい=１，いいえ=０ 

是仕事のストレスを感じるか はい=１，いいえ=０ 

性别 男性=０，女性=１ 

飲酒習慣があるか はい=１，いいえ=０ 

年収 低収入=１，高収入=２ 

婚姻状況 既婚=１、その他(未婚·離婚など)=２ 

労働時間 ≦４０時間=１，>４０時間=２ 

勤務形態 完全出社勤務=１、部分在宅勤務=２、完全在宅勤務=３ 

年齢 １８～４４歳=１、４５～５９歳=２、≧６０歳=３ 

 

 表４ 多変数ロジスティック回帰分析結果 

 

 

関連因子 β SE OR ９５% CI for OR X２  P值 

定数項 -２.３０３ ０.２７５ ０.１００  ７０.２５８ ０.０００ 

仕事のストレス ０.４４０ ０.２０８ ０.６４４ ０.４２８-０.９６８ ４.４８３ ０.０３４ 

性别 -１.１１２ ０.１９８ ３.０４１ ２.０６４-４.４８３ ３１.５９４ ０.０００ 

労働時間 ０.４６８ ０.１８８ １.５９７ １.１０５-２.３０８ ６.１９４ ０.０１３ 

勤務形態 １.０６９ ０.３１９ ２.９１３ １.５５９-５.４４２ １１.２３６ ０.００１ 

年収 -０.６３８ ０.１８２ ０.５２８ ０.３７０-０.７５４ １２.３１８ ０.０００ 

年齢 

（４５～５９歳） 

０.５８９ ０.２０６ １.８０１ １.２０３-２.６９８ ８.１５４ ０.００４ 

婚姻状況 ０.８６１ ０.２６３ ０.４２３ ０.２５３-０.７０７ １０.７５４ ０.００１ 



 

 

第５章 考察 

 

第１節 結果の主要な解釈およびまとめ 

本研究の分析結果は、喫煙活動と勤務形態、社会経済および人口学的要因、心理要因、生活習慣

との関連を明確化した。ただし、日本特有の社会文化的要因を十分に考慮しきれていない点が限界とし

て挙げられる。たとえば、職場の禁煙政策の遵守状況や地域ごとの文化的差異が喫煙行動に与える影

響については、さらなる調査が必要である。今後、日本国内のデータに基づくより包括的な分析が求め

られる。 

 

第１項 性別と年齢の影響 

男性は喫煙活動において高い傾向を示し、中年層（45～59 歳）の喫煙リスクは他の年齢層より顕著に高

い。この結果は、単にこの年代に喫煙者が多いという統計的事実を示している可能性がある一方で、喫

煙行動が男性および中年層における社会的・文化的背景に深く結びついている可能性も示唆される。 

 

第２項 婚姻状況と家庭の役割 

既婚者の喫煙率は未婚またはその他の婚姻状態の調査参加者に比べて低い。この結果は、婚姻関

係や家庭環境が健康行動に保護的な役割を果たす可能性を反映する。 

 

第３項 心理健康状態と勤務形態の関連 

仕事のストレスが低い調査参加者では喫煙率が高く、完全在宅勤務者の喫煙リスクは完全出社勤務

者より高い。この結果は、異なる勤務形態や心理的ストレスのレベルが喫煙行動に複雑な影響を与える

ことを示唆する。 

 

第４項 生活習慣と経済状況の影響 

飲酒習慣と喫煙活動の間には正の相関が確認された。また、高収入者の喫煙リスクは低収入者より低

い。生活様式や経済的資源の違いが喫煙行動に影響を与える可能性を示す。 

 

 

 



 

 

第５項 まとめ 

喫煙活動と伝統的な人口学的要因（性別、年齢など）との関連を確認するとともに、心理健康状態、勤

務形態、経済的要因と喫煙活動との関連性が示された。この結果は、特定の人々を対象とした禁煙介

入策の設計において有益な基盤を提供する可能性がある。 

 

第２節 文献レビューとの比較 

本研究の結果は、既存の文献と複数の点で一致を示しつつ、新たな発見も明らかにした。これにより、

勤務形態と喫煙活動の関連性に関する研究がさらに深化した。 

 

第１項 一致する部分  

（１）性別と喫煙活動      

本研究は、男性の喫煙率が女性よりも有意に高いことを示した。この結果は、Windi ら（２０２３）や

Delbosc ら（２０２２）の研究と一致する。これらの研究では、男性が社会文化的な圧力や伝統的な観念に

より、ストレス解消の手段として喫煙を選択する傾向が強いと指摘される。 

 

（２）心理的ストレスと喫煙活動 

本研究は、仕事のストレスが低い人々で喫煙率が高い傾向があることを明らかにした。この結果は、

Chenら（２０２０）が提起した心理的ストレスと喫煙行動の複雑な関連性と一致する。Chenの研究では、ス

トレスが低い人々が喫煙を短期的な対処法ではなく習慣的行動として選ぶ可能性があるとされる。 

 

（３）年齢と喫煙活動 

本研究は、４５～５９歳の喫煙リスクが他の年齢層よりも高いことを示した。この結果は、Andersen ら（２

０２３）の研究と一致し、中年層が社会的役割の葛藤に直面しやすく、それが健康行動の悪化につなが

る可能性があることを示唆する。 

 

第２項 新たな発見  

（１）勤務形態と喫煙行動の関連 

本研究は、完全在宅勤務者の喫煙行動の予測確率が完全出社勤務者よりも有意に高いことを初めて

明確化した。この結果は、既存の研究では十分に議論されていないが、在宅勤務環境において、喫煙

を抑える場所やルールが欠如している点が一因となっている可能性がある。また、在宅勤務による孤立



 

 

感や自律性の低下も喫煙行動に影響を与えていることが考えられる。これらの要因が複合的に作用して

いる可能性を踏まえ、今後の研究では、勤務形態と喫煙行動を取り巻く環境的要因や規制の役割につ

いてさらに深く検討する必要がある。 

 

（２）婚姻状況の保護的役割 

本研究は、既婚者の喫煙率が未婚や離婚した個人よりも有意に低いことを示した。これは、Delbosc ら

（２０２２）が婚姻の社会的支援ネットワークによるストレス低減効果を指摘した文献とは異なる側面を補完

する結果となった。 

 

第３項 不一致する部分 

（１）健康不安の影響 

本研究では、健康不安が喫煙行動に有意な影響を及ぼす結果は確認されなかった。この結果は、

Jackson ら（２０２０）や Chirico ら（２０２１）が健康不安がパンデミック期間中の喫煙行動を抑制する効果を

持つと指摘した研究とは異なる。この差異は、パンデミック後期における健康不安の全体的な低下や、

サンプル特性の違いに起因する可能性がある。 

 

（２）飲酒と喫煙活動の関連 

本研究は、飲酒と喫煙行動に正の関連があることを確認した。しかし、この結果にはいくつかの限界が

ある。本研究では、Ithnain ら（2024）が示した「若年層でこの関連性が特に顕著である」という結論とは異

なり、特定の年齢層に特化した分析が行われていないため、年齢別の関連性の違いを十分に検討する

ことはできなかった。また、本研究は横断的なデザインを採用しているため、飲酒が喫煙行動を促進して

いるのか、喫煙行動が飲酒を誘発しているのかといった因果関係を明らかにすることはできない。この点

については、縦断的なデータや介入研究による検証が必要である。 

さらに、本研究では飲酒と喫煙に焦点を当てたものの、それ以外の依存行動、たとえばギャンブルや

ゲームとの関連性については検討されていない。これらの依存行動に共通する心理的または社会的メ

カニズムを特定するためには、より包括的なアプローチが求められる。以上を踏まえると、本研究の結果

は飲酒と喫煙行動の関連性を示唆するにとどまり、背景要因や他の依存行動との関係については今後

の研究でさらなる検討が必要である。 

 

 



 

 

第４節 結果の意義 

本研究の結果は、喫煙行動の改善と健康管理の推進に向けた重要な実践的示唆を提供する： 

 

第１項 実際的な応用意義 

（１）企業健康管理 

完全在宅勤務の人々の喫煙リスクが他の勤務形態に比べて有意に高いことが示された。この結果は、

企業が在宅勤務を推進する際に、従業員の健康モニタリングと支援を強化する必要性を示唆する。具

体的には、オンライン健康教育や禁煙プログラムの提供が考えられる。 

 

（２）公共健康政策 

男性と中年層の喫煙率が高いことを踏まえ、厚生労働省はより的確な禁煙啓発活動を実施することが

求められる。特に職業的ストレスが高い業界において、こうした取り組みが効果的であると考えられる。 

 

（３）コミュニティ支援の役割 

既婚者の喫煙率が低いことから、社会的支援ネットワークが喫煙行動に影響を与える可能性が示唆さ

れる。特に家庭内において、配偶者や家族の存在が心理的サポートとなり、喫煙を抑制する要因として

働く場合がある。また、家族内で喫煙環境を整備することが喫煙行動の減少につながるとの意見もある。

一方で、社会的支援ネットワークの具体的な効果を特定するにはさらなる研究が必要である。 

 

第２項 今後の実践的方向性 

完全在宅勤務者の喫煙行動に対する特別な介入措置を実施し、健康管理と勤務形態を組み合わせ

た効果的な方策を模索する。職場で心理的健康を支援するプログラムを導入し、高リスク群のストレスを

軽減し、喫煙などの不健康な行動を減少させることを目指す。 

 

第５節 研究の限界 

本研究は勤務形態と喫煙行動との関連性を明らかにしたが、研究の設計および実施過程にいくつか

の限界が存在する。これらの限界は結果を解釈する際に注意が必要である。 

 

 

 



 

 

（１）因果関係の制約 

本研究は横断的なデザインを採用しており、変数間の関連性を示すことはできても因果関係を明確に

することは困難である。たとえば、仕事のストレスが喫煙行動を引き起こすのか、あるいは喫煙行動がスト

レスを増加させるのかについて、本研究では時間的順序や因果関係を検証することができない。将来的

には、縦断的研究デザインや実験的研究を通じて因果経路をさらに探る必要がある。 

 

（２）自己報告データの限界 

本研究は主に自己報告データに基づいており、社会的期待バイアスや記憶バイアスの影響を受ける

可能性がある。たとえば、調査参加者が自身の喫煙頻度を過小評価したり、心理的ストレスの程度を過

大評価したりする可能性がある。このようなバイアスは結果の正確性に影響を与える可能性がある。将来

的には、第三者観察データを組み合わせることで、データの客観性を高めることが期待される。 

 

（３）モデルの簡略化による制約 

本研究では多変量ロジスティック回帰モデルを使用して分析を行ったが、潜在的な交互作用効果を

十分に考慮しない。たとえば、勤務形態と心理健康状態の相互作用が喫煙行動にどのような影響を与

えるかについては、さらなる検討が必要である。今後の研究では、多層モデルや構造方程式モデルなど、

より複雑なモデルを用いることで、変数間の深層的な関係を明らかにすることが期待される。 

 

（４）文化背景の限界 

本研究は日本という特定の文化的背景に焦点を当てており、研究結果は文化的規範や社会環境の

影響を受ける可能性がある。たとえば、日本社会における在宅勤務や喫煙行動に対する態度は、他国と

大きく異なる可能性がある。したがって、今後の研究では、異文化研究や国際比較を通じて、研究結果

がさまざまな文化的背景でどの程度適用可能であるかを検証する必要がある。 

 

（５）サンプル特性と結果解釈の限定性 

本研究は、在宅勤務が可能な職場環境を主な対象としており、特定の業種（サービス業、専門職、管

理職など）に焦点を当てたサンプル設計を採用した。その結果、全国的な代表性には限界があり、建設

業や農業などの在宅勤務が困難な職種がサンプルに含まれない点が挙げられる。また、本研究サンプ

ルにおける完全出社勤務者の割合（９１.２%）は、全国平均（７５.２%）を大きく上回り、この点が分析結果の

一般化を制約する可能性がある。さらに、性別分布では女性の割合が高く、年齢構成においても高齢者



 

 

が多く含まれるなど、全国平均と異なる偏りが見られる。これらの偏りにより、本研究の結果は特定の職

場環境や業種における勤務形態と喫煙行動の関連を明らかにするには有益である一方、全国的な労働

者全体への適用には注意が必要である。今後は、より多様で全国代表性のあるサンプルを用いた研究

が必要とされる。 

 

第６節 今後の研究方向 

本研究は、勤務形態と喫煙行動の関連性を探求し、後続研究に向けた重要な示唆を提供した。今後

の研究では、以下の方向性からさらなる発展が期待される： 

 

（１）因果関係のさらなる探究 

本研究は横断的デザインを採用したため、変数間の因果関係を明確にすることは困難であった。今

後の研究では縦断的デザインを導入し、サンプルを複数の段階で追跡することで、喫煙行動と勤務形

態間の時間的順序および相互影響を探索する必要がある。 

 

（２）サンプル範囲の拡大 

本研究のデータは日本国内の従業者に限定される。今後の研究では、より多くの地域や集団を対象

に含め、特に異なる文化的背景や社会経済的条件下における個人を調査することで、研究結果の普遍

性や外部妥当性を向上させることが期待される。 

 

（３）データ収集方法の最適化 

データの信頼性を向上させるため、アンケート調査と実際の行動観察を組み合わせた方法を採用し、

回答者の主観的な回答による偏りを減少させることが重要である。また、より直接的な方法として、簡易

な行動記録ツールを追加することでデータの客観性を高めることも検討される。 

 

（４）モデル分析の精緻化 

本研究では多変量回帰モデルを使用して分析を行ったが、変数間の交互作用を十分に検討すること

ができなかった。今後は、勤務形態と心理健康状態の交互作用を分析枠組みに組み入れるなど、より精

緻な統計手法を導入し、変数間の複雑な関係を明らかにする必要がある。 

 

 



 

 

（５）より多様な健康行動の探索 

喫煙行動に加え、今後の研究では飲酒や運動など他のライフスタイル要因を分析に取り入れることで、

これらの相互関係を検討することが可能である。このアプローチにより、勤務形態が健康行動全体に与

える影響を包括的に理解するための新たな視点を提供する。 

 

第６章 結論 

本研究は、勤務形態と喫煙行動の関連性を探討し、心理要因、社会経済および人口学的要因、およ

び生活習慣などの要因が喫煙行動に及ぼす影響を分析した。研究の結果、完全在宅勤務が喫煙リスク

を有意に高めることが確認された。また、男性、中年層、飲酒習慣を持つ個人の喫煙率が高いことも明ら

かになった。 

本研究の結果は、実際の応用において重要な価値を持つ。特定の勤務形態における喫煙行動のリス

クを明らかにすることで、本研究は企業および公衆衛生政策の立案に対して実証的な支援を提供した。

企業に対しては、在宅勤務者を対象とした健康管理措置の強化、例えばオンライン健康介入プログラム

の推進を提案し、喫煙率の低減を図ることが求められる。また、政府においては、中年男性や飲酒者な

どの高リスク群を対象とした精密化された禁煙啓発および支援プログラムの実施が推奨される。 

本研究にはいくつかの限界が存在する。例えば、横断的デザインにより因果関係を検証することはで

きず、またサンプル範囲が日本国内の従業者に限定されている点が挙げられる。今後の研究では、縦

断的デザインの採用や多文化的背景を持つサンプルを用いた研究を通じて、研究結果の普遍性を検

証する必要がある。 

本研究は、勤務形態が健康行動に与える影響を理解するための新たな視点を提供するとともに、健

康管理および政策立案のための重要な根拠を示した。 
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